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平成２３年度 事業原簿（ファクトシート） 

 

作 成 日：平成２３年４月１日作成 

更新時期：平成２４年５月  現在 

制度・施策名称 健康安心イノベーションプログラム 
事 業 名 称 福祉機器情報収集・分析・提供事業 ＰＪコード：Ｐ９３０１１ 
推 進 部  バイオテクノロジー・医療技術部 

事 業 概 要 

福祉機器に関する産業技術に係る情報の収集及び開発事業者等に対する提供等

により福祉機器に関する産業技術の研究開発を促進するため、次に掲げる事業を

実施する。 

① ニーズ調査分析及び福祉機器の実用化のための研究開発を促進するための調

査等。 

② 福祉機器調査。 

① 福祉用具実用化開発推進事業の効果的・効率的な運用及び福祉用具産業界全

体の発展に資する方策の検討、立案を行うことを目的として、「福祉用具開発

における現状分析と今後の方向性に関する検討」の調査研究を行う。 

② 情報収集及び福祉機器の開発事業者等への情報提供のため、「バリアフリー２

０１１」、「国際福祉機器展（ＨＣＲ）２０１１」に出展する。 

事 業 規 模 

事業期間：平成５年度～ 
契約等種別：委託 
勘定区分：一般勘定     ［単位：百万円］ 
 ～Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

（実績） 
Ｈ２４年度 
（予定） 

合計 

予算額 ７１９ １２ １４ ７４５

執行額 ６６２ ８ － ６７０

１．事業の必要性 
福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（以下「福祉用具法」という。）に基づき、民間に

よる福祉機器の実用化のための研究開発を促進するため、福祉機器に関する産業技術に係る情報の収

集・分析・提供事業を実施することにより、当該分野における新規産業の創出・成長の促進を図るとと

もに、福祉機器の普及を促進することが、今後の高齢化社会へ対応した福祉機器産業の充実を図る上で

必要である。 
２．事業の目標、指標、達成時期、情勢変化への対応 
①目標 
福祉機器開発に関する技術動向の把握、ユーザーニーズの動向等を調査・分析し、福祉機器の開発事

業者に情報提供することによって福祉機器開発の促進のための環境整備を図ることを目標とする。 
②指標 
• 福祉用具機器に係るニーズ・シーズ調査及び福祉機器の実用化のための研究開発を促進するための

調査等の適切な対象テーマの設定及びその実施 
• 展示会等の開催場所及び来場者数 

③達成時期 
未定（福祉用具法の適用終了時期） 

④情勢変化への対応 
ここ数年、国内の福祉機器市場動向はおおむね横ばい傾向であり、大幅な拡大が見込めないと言われ

ている中、福祉用具実用化開発推進事業に対する福祉用具産業界からの期待は、ますます増加している。
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そこでニーズ調査分析については、福祉用具実用化開発推進事業の効果的・効率的な運用及び福祉用具

産業界全体の発展に資する方策の検討、立案に関するものとする。 
３．評価に関する事項 
①評価時期 
 ・毎年度評価：平成２４年５月 
 

②評価方法（外部評価又は内部評価、レビュー方法、評価類型） 
 ・毎年度評価：内部評価 
 

［添付資料］（省略可） 
・平成２３年度概算要求に係る事前評価書（経済産業省策定） 
・平成２３年度実施方針
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平成２３年度 事業評価書 
 

平成２４年８月３０日作成 

制度・施策名称 健康安心イノベーションプログラム 
事 業 名 称  福祉機器情報収集・分析・提供事業 ＰＪコード：Ｐ９３０１１ 
推 進 部  バイオテクノロジー・医療技術部 

０．事業実施内容 
福祉機器に関する産業技術に係る情報の収集及び開発事業者等に対する情報提供等により福祉機器

に関する産業技術の研究開発を促進するため、福祉機器のニーズ調査分析及び福祉機器の実用化の調査

を行い、展示会等の開催により情報を提供する。 
平成２３年度においては、福祉用具実用化開発推進事業の効果的・効率的な運用及び福祉用具全体の

発展に資する方策の検討を行い、方策案を立案した。また、展示会は「バリアフリー２０１１」及び「国

際福祉機器展（ＨＣＲ）２０１１」に出展し、延べ１９事業者がＮＥＤＯブースにて成果の展示を行っ

た。なお、それぞれ、９万人及び１１万８千人が来場した。 
１．必要性（社会・経済的意義、目的の妥当性） 
• 高齢化が進展する中で、高齢者のＱＯＬ（Quality of Life：生活の質）向上を目的とした福祉機器

による支援の必要性が高まっている。福祉施設等の利用者のＱＯＬ向上には、福祉機器の活用が不

可欠であるが、使用されずに埃をかぶっている福祉機器も少なくないのが実態である。このような

福祉機器のニーズ調査を行うことは、実態として福祉機器が使用されない理由を解明することにつ

ながり、福祉機器が活用されるためのヒントを与えるものとして、高い妥当性を有している。また、

生活様式や環境の変化、多様化などに即した社会が求める福祉機器のニーズ調査を行うことは、福

祉用具実用化開発推進事業を時代の変化に即した事業として対応させていくためにも、欠かせな

い。特に、平成２３年度に行われたニーズ調査分析は、福祉用具産業界の振興を図るために、時機

を得たテーマであり、重要かつ妥当な目標設定がなされたものと評価する。 
• 福祉機器に関する情報収集及び福祉機器開発事業者等への情報提供は、超高齢社会の我が国におい

て、必然的に求められる重要な事業である。展示会を通じて、ＮＥＤＯが福祉機器利用者からの情

報を得ることができ、それをさらに福祉機器開発事業者に提供することにより、ニーズとシーズが

直結すると考えられる。展示会への出展を通して当該事業者が福祉機器開発に関する正確なニーズ

情報を取得することにより、中小企業が陥りがちなシーズ優先から、世の中の人が実際に必要とし

ているニーズ優先の事業展開に大きく貢献することができるため、実施する意義が高い。また、展

示会に出展することで、ＮＥＤＯの福祉用具実用化開発推進事業の成果を社会に広く還元すること

になるため、必要不可欠な事業である。 
２．効率性（事業計画、実施体制、費用対効果） 
①手段の適正性 
• 社会が求めるテーマが適切に選定されており、ニーズ調査分析結果が、次に続く福祉用具実用化開

発推進事業の事業者からの提案書に直接反映され、また平成２５年度以降の政府の予算要求に活用

される予定であることなど、Ｆ／Ｓ（先導的調査）の役割としても果たされていると判断され、効

率的にも問題ないと判断される。 
• 福祉機器の利用者並びに潜在的な利用者に対する情報収集及び情報提供の手段として展示会等を

有効に活用し、その効果は十分に期待できる。 
②効果とコストとの関係に関する分析 

• 当該事業で得られた成果は、総合的な調査分析の機能を持ち得ない福祉機器開発事業者が開発を推

進する上で有用な情報源となっており、また福祉機器開発事業者にとって、当該事業の成果が利用

できることは、調査分析コストの負担をすることなく的確な仕様の機器開発の指針を得ることがで

き、当該事業の効果は大きい。 
• 利用者に対する福祉機器に関する情報提供の場として、国内最大級のイベントを活用し、出展数、

延べ来場者数等も十分であることから、コストに対する効果は問題ないと判断される。 
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３．有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度） 
ニーズ調査分析については、国内での福祉機器市場動向に大幅な拡大が見込めない中、福祉用具実用

化開発推進事業に対する福祉用具産業界からの期待は、ますます増加していると想定される。そこで福

祉用具実用化開発推進事業の効果的・効率的な運用及び福祉用具産業界全体の発展に資する方策の検

討、立案に関する調査研究を行った。この結果は、平成２５年度以降の政府の予算要求等に活用する予

定である。また、現在までの調査結果は、NEDO ホームページで公開するほか、展示会や講演会等で紹

介することにより福祉機器開発事業者に広く周知され、開発を推進する上で有用な情報源となってい

る。 
平成１７年度 「福祉用具実用化開発費助成に関するフォローアップ調査」 

「障害者等のニーズ顕在化等に関する調査」 

平成１８年度 「支援分野に対応した福祉用具の研究開発・普及に関する調査」 

平成１９年度 「福祉用具のライフサイクルにおけるリスクマネジメントに関する調査」 

平成２０年度 「介護サービス分野におけるサービス生産性の向上に向けた福祉機器開発の

調査」 

平成２１年度 「介護施設等における地域性を考慮した福祉機器の活用事例に関する情報収

集」 

平成２２年度 「我が国の福祉機器企業の中国市場への展開方策に関する情報収集」 

平成２３年度 「福祉用具開発における現状分析と今後の方向性に関する検討」 

福祉機器調査については、国内最大規模で開催される２箇所の展示会（延べ約２０万人が来場）に出

展し、福祉機器事業者のみならず利用者にとっても福祉機器の情報を知る良い機会となっている。また、

障がい者や障がい者団体、高齢者・障がい者施設等の当事者に対する積極的なアプローチを通じて、情

報収集及び情報提供を行う場の提供として「福祉工学カフェ」を開催した。先端技術の福祉用具応用や

震災と福祉機器等をテーマとして４回開催し、延べ約１８０人が参加した。これにより、当事者（高齢

者や障がい者）や開発者などが身近なニーズから福祉用具開発のあるべき姿まで幅広く意見交換が可能

となっている。 
年度 展示会出展箇所数 延べ来場者数 １箇所当たりの来場者数

平成１７年度 ７箇所 ３１．４万人 ４．５万人 

平成１８年度 ６箇所 ２８．９万人 ４．８万人 

平成１９年度 ５箇所 ２６．５万人 ５．３万人 

平成２０年度 ４箇所 ２７．３万人 ６．８万人 

平成２１年度 ２箇所 １９．９万人 １０．０万人 

平成２２年度 ３箇所 ２９．１万人 ９．７万人 

平成２３年度 ２箇所 ２０．８万人 １０．４万人 
 

４．優先度（事業に含まれるテーマの中で、早い段階に、多く優先的に実施するか） 
 特になし 
 
５．その他の観点（公平性等事業の性格に応じ追加） 
 特になし 
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６．総合評価 
①総括 
• ニーズ調査分析においては、高齢化が進展する中で、高齢者のＱＯＬ向上を目的とした福祉機器に

よる支援の必要性が高まっている。生活様式や環境の変化、多様化などに即した社会が求める福祉

機器のニーズ調査を行うことは、福祉用具実用化開発推進事業を時代の変化に即した事業として対

応させていくためにも、欠かせない。また、当該事業で得られた成果は、NEDO ホームページで公

開するほか、展示会や講演会等で紹介することで、総合的な調査分析の機能を持ち得ない福祉機器

開発事業者が開発を推進する上で有用な情報源となっている。福祉機器開発事業者にとって、当該

事業の成果が利用できることは、調査分析コストの負担をすることなく的確な仕様の機器開発の指

針を得ることができ、当該事業の効果は大きい。したがって、当該事業は今後も継続していくこと

が必要と判断される。 
• 福祉機器調査においては、福祉機器に関する情報収集及び福祉機器開発事業者等への情報提供は、

超高齢社会の我が国において、必然的に求められる重要な事業である。展示会に出展することで、

福祉用具実用化開発推進事業の成果を社会に広く還元することにもなる。またニーズとシーズのマ

ッチングの場の提供として「福祉工学カフェ」を開催することで、当事者（高齢者や障がい者）や

開発者などが身近なニーズから福祉用具開発のあるべき姿まで幅広く意見交換が可能となる。した

がって、福祉機器開発事業者とユーザーをつなげる良い機会になっているなど十分に目的は達成さ

れかつ欠かせない事業であり、当該事業は今後も継続していくことが必要と判断される。 
②今後の展開 
• 今後も福祉用具実用化開発推進事業を時代の変化に即した事業として対応させていくために、適切

にニーズ調査分析のテーマを選定するとともに、目的通りの調査内容となるように適切なマネジメ

ントを実施していく。 
• 今後の福祉機器開発の国際競争力の強化や海外への市場展開等を考慮し、２０１０中国国際福祉博

覧会にＮＥＤＯブースを出展し、日本の福祉機器開発技術の高さのアピールや中国国内における福

祉機器のニーズ調査を実施した。今後も海外における継続出展を引き続き検討していく。 
• 広く有効的に情報提供・収集するために、地方在住の利用者等に対しても情報提供、地域の声や地

域性を考慮することは必要である。極限られた予算ではあるが、予算の効率執行を検討し、年度毎

に出展地域を変更するなどして地域のユーザーや企業に密着した、小さい展示会などに出展を引き

続き検討していく。また、「福祉工学カフェ」についても、幅広い意見交換が可能となるように、地

方での開催も検討していく。 
 


